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In this paper, our group proposes a point service support system for regional vitalization and a user interface design as a 

tablet terminal application. It provides five functions for the member registration, the announcement of acquisition point 

opportunities, the volunteer menu selector, point transfer service, and the point exchange service. For evaluations, we had 

hearing investigations to administrative agencies. 
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１．はじめに 

 

 平成 27 年、日本政府は、人口急減・超高齢化と

いう日本が直面する大きな課題に対し、政府一体

となって取り組み、各地方がそれぞれの特徴を生

かした自律的で持続的な社会が創生できるように、

その年を「地方創生元年」と位置づけた１）。これ

に後押しされ、地方の行政では、地域再生計画に

基づいてさまざまな事業を行っている。その中で

地域通貨は、コミュニティレベルでの結束を狙え

る有効なツールの一つとして多くの市町村が検討

している。地域通貨は、それを使う地域住民が自

発的に発行でき、ボランティアへの謝礼として活

用できるため、過疎が進む地方での助け合いの促

進剤として期待されている。一方で、地域通貨で

あるがために市場規模が小さく長続きしないこと

や、ポイントの流通が限定されて活動が広がらな

いという問題点も明らかになっている２）。 

そこで本研究では、地域通貨の利便性と流通性

を上げるためのポイントサービス支援システムを

提案する。本システムでは、地域通貨をポイント

として、有償でのボランティア活動の対価として

用い、利用者同士で助け合いを行った際にポイン

トの授受を行う。さらに、健康診断、健康講座な

ど行政の企画に参加することで新たなポイントを

取得する。ポイントの取得機会を設けることで利

用者の固定化を防ぎ、ポイントの流通性を上げる。 

これにより、地域通貨などの地域再生計画が長続

きしないという問題点を改善し、5 年 10 年と持続

可能な健全な行政政策の支援を目指す。また本研

究では、提案システムを実現するための IT ツール

として、タブレット端末向けアプリケーションの

設計も合わせて行う。さらに、提案の有用性を調

べるために実施した行政機関でのヒアリング調査

の結果を報告する。 

以下に本論文の構成を示す。2 章で有償ボランテ

ィアと地域通貨について述べ、3 章で本研究システ

ムの概要を説明する。4 章で行政機関での聞き取り

調査の結果を述べ、5 章で本研究のまとめを行う。 

 

２．有償ボランティアと地域通貨 

 

 ２．１ 有償ボランティア 

ボランティアは一般的に、金銭的な対価なく、

自発的な意思に基づいて社会に貢献する行為とさ

れる。それに対して、少額でも謝礼を得て高齢者

の家事援助などに取り組む活動は、一般的なボラ

ンティアと区別して有償ボランティアと呼ばれる。

有償ボランティアは、その有償性からボランティ

ア精神に反するもの、最低賃金などの労働条件を

曖昧にし、労働市場を混乱させるものとして、発

足当初から批判的に取り上げられてきた。その一

方で、より裾野の広い地域の助け合いの交流を普

及させるために容認され、推奨されてきたもので

もある３）。有償ボランティアは、ほぼ有給職員と

同じ仕事を有給職員より安く活動してくれるボラ

ンティア意識の高い重要な人であり、有用な戦力

とされている。しかし、全国のボランティアセン

ターが把握しているボランティア数の総人口に占

める割合は 6％４）と、諸外国に比べて参加人数が
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少ない。これは、NPO やボランティア団体等の受け

皿の組織運営もボランティア活動の一環として重

要視され、会計や法律、財務、労務といった特別

な知識を持った専門家もボランティアとして社会

に役立つ道筋がある諸外国に対して、日本では直

接的な活動だけがボランティアの主要な活動だと

考える傾向にあることが理由の一つとして挙げら

れる。 

 

 ２．２ 地域通貨 

自治体として有償ボランティアに取り組んでい

る場合、その対価の多くは地域通貨で支払われて

いる。地域通貨は法定通貨のような強制力はない

が、限られた範囲のコミュニティ内で発行される

貨幣であり、次のような特徴を持つ５）。 

１）特定の地域内(市町村など）、あるいはコミュ

ニティ(商店街、町内会、非営利団体)などの

中においてのみ流通する 

２）市民ないし市民団体(商店街や非営利団体な

ど)により発行される 

３）無利子またはマイナス利子である 

４）人と人をつなぎ相互交流を深めるリングとし

ての役割を持つ 

５）価値観やある特定の関心事項を共有し、それ

を伝えていくメディアとしての側面を持つ 

６）原則的に法定通貨とは交換できない 

このような貨幣は、1980 年代初頭にカナダで始

まり、2000 年代に入ると、日本でも、地域コミュ

ニティ再構築の特効薬として期待され、たくさん

の地域が試験導入した。千葉県の西商店街での「ピ

ーナッツ」、早稲田・高田馬場での「アトム通貨」

が有名である。 

地域通貨は、1980 年ごろから国内だけでも 500

を超える種類が流通していたと言われているが、

地域経済に浸透することなく、現状はほとんどが

広がりをみせていない６）。その原因として以下が

考えられる。 

・単一価格になりやすい 

・ポイントのやり取りが不便である 

・ポイントの流通が限定される 

・参加者が少ないと地域活性化の効果が薄い 

 特に、有償ボランティアの対価として地域通貨

を利用しているケースでは、ボランティア参加者

同士のみでポイントが行き来することになり、広

く一般に浸透しないままになってしまう。 

この問題に対する改善策として、本研究では、

有償ボランティア以外でもポイントを取得できる

機会を設ける。例えば、自治体が主催する健康診

断や祭事など、地域住民が多く参加する行事にポ

イントを設定しておき、参加に応じて利用者にポ

イントを付与する。さらに、タブレット端末を利

用した専用のアプリケーションを提案し、ポイン

ト獲得の利便性向上を目指す。 

 

３. ポイントサービス支援システムの概要 

 

３.１ ポイントの獲得 

本研究システムは、2章で述べた有償ボランティ

アとポイント（地域通貨）を組み合わせた地域再

生計画を支援する。有償ボランティアで貯めたポ

イントは地域復興券に交換することで、地元商店

での買い物等に利用できる。また、有償ボランテ

ィアや祭事への参加を通じて地域の交流を活性化

し、コミュニティの結束を高めることも副次的な

目的とする。 

図 1 に本システムの概要を示す。本研究サービ

スを利用する人を登録者と呼ぶ。登録者は、高齢

者、子育て世代、ボランティア活動者など、誰で

も参加できることとする。登録者は、行政が企画

する健康講座、健康診断に参加することによって、

ポイントを貯める。また、有償ボランティアを行

うことで、依頼者からポイントを得る。このよう

に貯めたポイントを、行政にて地域復興券に交換

する。地域復興券は、地元の喫茶店やスーパーマ

ーケットなどの商店で使う事ができる。以下にポ

イントの貯め方をまとめる。 

・健康診断や健康講座などの行政サービスを受け

る 

・登録の際、行政から決められた額のポイントを

購入する 

・ボランティアを必要とする人にサービス（送迎、

ゴミ出しなど）を提供する 

図１では、登録者がボランティアサービスを提

供する側と収受する側に分かれているが、登録者

は状況によってどちらの立場にもなれる。 

行政は健康講座・健康診断などのポイント獲得

機会の告知、ポイントの地域復興券への交換、ポ

イントおよび登録者の管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ ポイントサービス支援システムの概要 
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３.２ ポイントサービスの骨子 

本システムは、地方自治の基盤である、自助、

共助、公助を実現する。自助とは、自分の力で自

分を助けることである。共助とは、家族やコミュ

ニティでお互いに助け合うことである。公助とは、

行政による支援である。これらの助け合いが活発

なコミュニティは自治の基盤が強固である。 

本提案の最大のポイントは、自助を多く取り入

れることである。お互いのポイントのやり取り（共

助）だけでは、限られた登録者間でのみポイント

が行き来するだけで、参加人数も増えないため、

流通が滞ってしまう。そこで、自分でポイントを

受け取れる場を提供すること、つまり自助を取り

入れることで、登録者数の固定化を防ぎ、ポイン

トの流動性を上げられると考える。自助を行える

人が多いほど、共助が盛んになることを狙う。 

 

 ３.３ 各機能のユーザインタフェース 

 本節では、提案システムを実現するためのアプ

リケーションの設計を示す。端末にはスマートフ

ォンとタブレット端末を想定している。 

アプリケーションでは次の 5機能を提供する。 

１）会員登録と会員情報の管理 

２）ポイント獲得機会の告知 

３）有償ボランティアメニューの提示 

４）ポイントの授受 

５）地域復興券への交換 

1）では、登録したい者がアプリケーションの画

面から、ニックネーム、メールアドレス、パスワ

ードを登録する（図 2）。登録後に、ポイントのや

り取りが可能となる。また、登録者は、過去の獲

得ポイントから一定のクレジット機能を持たせる

ことで、マイナスポイントでもサービスを受けら

れるようになる。本研究システムの目的は、ポイ

ントの流通性を上げ、地域に本研究システムを浸

透させることである。ポイントが無いためにボラ

ンティアサービスが受けらないのは本末転倒であ

る。また、ポイントの購入のために役所まですぐ

に行けない登録者のために、一定のクレジット機

能を持たせる必要があると考える。その他、ポイ

ント残高の確認も目指す。 

2）では、アプリケーションを通じて健康診断、

健康講座などのポイント獲得機会を登録者に告知

する（図 3）。また、行政、地縁団体の企画へのス

タッフとしての参加等もポイントの獲得機会とし

て告知する。 

3）では、ボランティアの活動内容を図 4のよう

にメニュー化しておき、登録者がサービスを要求

しやすくする。また、登録者同士で決めたメニュ

ーに無いボランティアサービスも利用可能とする。

ポイントの支払い額についても、登録者同士の合

意でやり取り可能とする。例えば、車での送迎ボ

ランティアの場合、メニューで「5ｋｍを 100 ポイ

ント」と設定されていても、3ｋｍの送迎の時は、

60 ポイントのみ払うことを可能とする。 

4）では、3）によるボランティア活動の対価と

して、ポイントの授受を行う。ボランティア依頼

者は、サービスに対するポイント額とポイント受

領者を指定し(図 4)、ポイントを発行する。行政企

画に参加した場合は、会場にて担当者が同様にポ

イントを発行する。 

 

 

図２ 登録画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ポイント獲得機会の告知画面 
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5）では、行政はポイントを地域復興券と交換す

る。交換の際には割り増し交換を行う。例として、

1,000 ポイントを地域復興券 1,200円とする。これ

により、登録者のボランティア活動を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ ボランティアメニュー選択画面 

 

 ３.４ システム基幹部の概要 

本アプリケーションは、サーバ・クライアント

モデルとして構築し、オンラインでの利用を想定

している(図 5)。登録者は、インターネットを介し

てサーバにアクセスし、ユーザ認証を行う。ポイ

ントの情報等は本システムのサーバに送信され、

データベースで管理するため、各端末に残額デー

タ等は保管されない。万が一、端末を紛失した場

合は、サーバ上のデータを凍結することで、端末

を拾得した第三者の利用を防ぐ。 

行政は、本サーバにアクセスすることで、登録

者の管理およびポイントの地域復興券への交換を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ システムの構成 

 

４. 行政機関へのヒアリング結果 

 

本研究による提案サービスの意見を求めて、3

ヶ所の行政機関にてヒアリング調査を実施した。

本章ではその結果を述べる。 

 

４.１ 調査結果１ 

岡山県勝央町役場役員 3 名を対象に調査を行っ

た。提案に対しては、通常行う行政関連のイベン

トよりも多くの参加者が増え、地域付き合いをよ

り深められると好意的であった。導入に向けた改

善のために 2点の指摘があった。 

1点目は、高齢者が本研究システムに対してどう

対応するか、また、スマートフォンを使いこなせ

るかについて指摘があった。2016 年 6 月現在、シ

ニア層のスマートフォン所有率はシニア層全体の

38.5%であり７）、年々上昇している。さらに、同層

の携帯電話買い替え意向調査によると、全体の

90.2%がスマートフォンを希望している７）。この結

果から、シニア層はスマートフォンを持つことに

対して意欲的であるとともに、近年の格安スマー

トフォンの台頭により、高齢者のモバイル端末利

用に期待が持てる。 

2点目は、本提案システムを広めるためのマーケ

ティング方法である。マーケティング方法につい

ては、広報誌に宣伝を載せる、宣伝とポイントの

獲得機会を兼ねたアプリの使い方講座を開く等が

考えられる。 

 

４.２ 調査結果２ 

岡山県津山市サン・サンの役員 1 名を対象に調

査を行った。運用に対する意見として、ボランテ

ィア活動時の事故に対する責任の所在について指

摘があった。本提案では、有償ボランティアとし

て、公的介護保険では対象にならない軽微なサー

ビス(話し相手、草むしり、掃除、犬の散歩、ゴミ

出しなど)を対象としている。そのため基本的には

当人同士での責任となる。今後は、ボランティア

活動保険の活用を視野に入れた提案が必要である。 

 

４.３ 調査結果３ 

岡山県玉野市役所の役員複数名を対象に調査を

行った。その結果、地域復興券の使える店との連

携について質問が挙がった。さらに、店舗への呼

び掛け方法および店で使った地域復興券を回収す

る際に発生する手間や経費についての指摘を受け

た。本問題に対しては、地域復興券を電子マネー

化し、店舗との連携を含めて IT化することでコス

トの削減を目指せる。 
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地域通貨を電子化した例として、島根県隠岐郡

海士町での電子地域通貨「ハーン」がある８）。電

子地域通貨「ハーン」とは、隠岐諸島のひとつで

ある海士町で、若年層の島外流出と極端な過疎・

少子高齢化などの離島のハンディキャップを克服

し、地域の経済再生と活性化のために導入された

ものである。 

 

５. まとめ 

 

本研究では、有償ボランティアの対価として利

用されている地域通貨の利便性と流通性を上げる

ことを目的として、地域活性化のためのポイント

サービス支援システムの提案を行った。本システ

ムでは、流通性の向上のために、自助によるポイ

ント獲得の機会を導入した。さらに、本提案を実

現するためのタブレット端末向けアプリケーショ

ンの設計を行った。行政機関にてヒアリング調査

を実施した結果、地域の交流が深まる、と概ね好

意的な評価であった一方で、地元商店との連携や、

有償ボランティアの保険等、いくつかの問題点が

指摘された。今後は、登録者同士の連絡の取り方

や本研究システムのセキュリティーについて強化

し、地域に役立つシステムを目指したい。 
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